
とりぎんの  いま 2024年度決算のご報告 個人のお客さま への 取組み

用 語 解 説

安全性・健全性
	 　自己資本比率（単体）　�
　国内基準の4％を大きく上回っています。
　2025年3月末の自己資本比率は8.58％と国内基準
で必要とされる4％を大きく上回る健全な水準を引き続き
維持しております。

（%）
12

8

4

0

国内基準

自己資本比率 （単体）

2025年3月末2023年3月末

8.58

2024年3月末

8.06 8.04

	 　不良債権の状況（単体）　�
　2025年3月末の金融再生法に基づく不良債権の総額
は90億円であり、不良債権の総与信に占める割合は前
期末比0.12ポイント減少の1.00％となりました。なお、不
良債権に対する保全比率は84.59％となり、引続き十分
な引当・保全状況を維持しております。
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金融再生法開示債権および保全状況
（単位：百万円）

債権額（a） 担保・保証等（b） 引当額（c） 保全率（b+c）÷a
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 612 415 197 100.00%
危 険 債 権 7,561 5,874 843 88.84%
要 管 理 債 権 905 324 25 38.67%
小 計 9,079 6,614 1,066 84.59%
正 常 債 権 892,848 （2025年3月31日現在）
合 計 901,927

　自己資本比率とは、リスクアセット等（貸出金などの資産）に対する自己資本（資本
金など）の割合を示したもので、銀行経営の安全性・健全性を示す重要な指標の一つ
とされています。
 海外に営業拠点を有する銀行は「国際統一基準」により自己資本比率を8％以上保
つことが、海外に営業拠点を持たない銀行は「国内基準」により4％以上を保つことが
義務づけられています。当行は「国内基準」を適用しています。

破産更生債権および
これらに準ずる債権

�破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申し立て等の
事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権および
これらに準ずる債権。

危険債権
�債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態およ
び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および
利息の受取りができない可能性の高い債権。

要管理債権 �3ヵ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権。

正常債権
�債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとし
て、破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権、要管
理債権以外のものに区分される債権。

自己資本比率 金融再生法に基づく開示債権の用語説明

　当行では、お客さまの資産運用および資産形成にかかる業務について、「お客さま本位の業務運営方針」を策定・
公表し、安定的な資産形成に貢献するよう努めております。

　毎月1,000円から始められる積立投資信託など、幅広い世代に向けた資産形成のサポートを行った結果、2024年
度の投資信託の顧客数は15,848先に増加しました。また、販売残高は808億円に増加しました。

　また、当行は保有する資産を安定的に運用する「コア」部分と、積極的に運用する「サテライト」部分に分けて考える
「コア・サテライト戦略」に基づき、各投資対象へ偏らないラインナップの整備に努めています。

最新のファンドラインナップについては、当行ホームぺージをご覧ください。
https://www.tottoribank.co.jp/retail/asset/fund/index.html

・�当行では、分散投資により価格変動を抑
え、中長期保有に適したファンドをコア
ファンドとしています。
・�当行のコアファンドはNISAつみたて投
資枠対象の投資信託と、バランス型投資
信託（毎月分配型を除く）となっています。
・�2025年3月末現在、バランス型投資信
託のうち、21の投資信託をコアファンド
に選定しています。

豊かなライフプランを実現する資産運用のサポート
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投資対象など 取扱商品数 うちIB専用 割合
債券 30 13 26.1％

国内 1 1 0.9％
海外・内外 29 12 25.2％

株式 48 8 41.7％
国内 10 2 8.7％
海外・内外 38 6 33.0％

REIT 9 1 7.8％
国内 3 1 2.6％
海外・内外 6 0 5.2％

バランス 27 5 23.5％
その他 1 0 0.9％
合計 115 27 100.0％

うち NISAつみた
て投資枠対象 10 1 8.7％
うち NISA成長投
資枠対象 51 8 44.3％
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	 　中小企業（※）の経営支援に関する取組方針　�

　当行では、中小企業の皆さまとの接点や日常的・継続的な信頼関係を一層強化するとともに、営業店と本部との連携
によって、中小企業の皆さまの課題解決や経営支援に取組んでまいります。
　また、行政や外部機関・外部専門家等とも連携し、中小企業の皆さまの経営支援とともに、地域経済の活性化や成長に
向けて取組んでまいります。

（※）小規模事業者を含みます。以下も同じです。

	 　中小企業の経営支援に関する態勢整備　�

　当行では、営業店、本部が一体となって中小企業の皆さまの経営支援に取組んでいるほか、外部機関や外部専門家とも
連携し、お客さまの課題解決のためのサポートを実施しております。

代表的な外部機関・外部専門家（抜粋）

○中小企業活性化協議会
○山陰中小企業支援4号投資事業有限責任組合
○日本貿易振興機構（JETRO）
○国際協力機構（JICA）
○日本政策金融公庫
○あおぞら銀行
○鳥取県、各市町村
○（公財）鳥取県産業振興機構
○鳥取大学

お
客
さ
ま

課題・ニーズの
把握

課題解決の
ご提供・ご提案

連　携

販路拡大支援　事業承継・Ｍ＆Ａ支援
医療・介護経営支援　DX支援
海外ビジネス支援

法人コンサルティング部

審査部　企業経営支援室

経営改善支援　事業再生支援

本部
鳥取銀行

営
業
店

　2024年1月にNISA制度が改正され、これまで以上に投資が始めやすい環境となりました。
当行のNISA残高やNISA利用者数も順調に増加してきております。

	 　中小企業の経営支援に関する取組状況　�

●中小企業等貸出金残高� （億円）

2023年度 2024年度 前年度比
中小企業等貸出金残高 5,850 5,832 △17

うち中小企業向け 3,235 3,163 △72
うち個人向け等 2,614 2,668 ＋54

中小企業等貸出金残高 5,850 5,832 △17
うち鳥取県内店 4,409 4,401 △7
うち鳥取県外店 1,440 1,430 △10

●鳥取県内中小企業等貸出金残高 
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その他、2024年度は引き続き、WEB経由での投資信託の販売も好調となりました。当行では、当行ホームページ
より投資信託をご購入いただく際のご購入手数料を20％割引※しております。運用残高は「とりぎんアプリ」でいつで
も確認できるほか、ご来店いただくことなくタイムリーに商品を注文・照会いただけることから、ご好評いただいてお
ります。
※積立契約(定時定額購入)を除きます

　「お客さま本位の業務運営方針」、「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI」およびお客さま本位の業務
運営方針に則る取組状況と成果指標（独自KPI）については、ホームページで公表しております。
　https://www.tottoribank.co.jp/others/unei/index.html

●�WEB経由での投資信託ご購入割合
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とりぎんアプリをリニューアル
　2025年1月に「とりぎんアプリ」のホーム画面のデザイン変更と「家族口座照会」機能の追加を行
いました。ホーム画面については目的別にメニューが選びやすくなるよう変更いたしました。また「家
族口座照会」機能については、家族間で口座残高や入出金明細を共有することができ、お取引きが
発生した際にはメール・プッシュ通知でお知らせいたします。
　2025年3月末の「とりぎんアプリ」利用者数は74,948人となり、幅広いお客さまにご利用いただ
いております。
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1．創業・新規事業開拓の支援

■創業・新事業支援への取組み
　創業・新事業進出における事業計画の策定から情報提
供、ご融資、地方創生ファンドやまちづくりファンドを活用
した出資等による資金調達などを支援しております。

●当行が関与した創業、第二創業の件数 
2023年度 2024年度

創業件数 81件 61件
第二創業の件数 6件 6件

◎創業等支援の主な内容
創業計画策定サポート

事業計画・資金調達計画の策定支援

資金サポート
ご融資、補助金・助成金、クラウドファン
ディング等による資金調達支援

経営サポート
経営相談や各支援機関・提携先等の
ご紹介、販路拡大等課題解決支援
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